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平成 30年 第 4回定例道議会報告
北海道議会議員 北 口 雄 幸

【所属会派】 民主・道民連合議員会

【会派役員】 幹事長

【所属委員会】 水産林務委員会理事、新幹線・総合交通体系対策特別委員会委員

【党活動】 立憲民主党北海道第 6区総支部副代表、同士別ブロック代表

【議会活動】 林活議連事務局長、農政議連副会長、がん対策議員の会幹事長ほか

【日  程】 平成 30年 11月 27日（火）～12月 13日（木）

【代表一般質問】 第 4回定例道議会は 11月 27日（火）に開会、災害対応等の補正予算、「北海道植樹

の日・育樹の日条例」、「新たな外国人材受け入れの適正な実施と多文化共生社会の実

現に関する意見書」などを可決し、12月 13日（木）に閉会した。

会派の代表格質問には、松山丈史議員（札幌市豊平区）が立ち、知事の政治姿勢、胆

振東部地震等の災害対策、交通政策、医療・福祉施策、一次産業振興策などを質疑した。

また、一般質問は小岩均議員（北広島市）、三井あき子議員（旭川市）が、当面する

道政課題、地域課題について道の取り組みを質した。

【主な審議経過】 高橋知事は自身の去就について、今定例会の論議でも一切明らかにしないままにもか

かわらず、その一方で、「定例会閉会直後に参院選への転身の表明」が報道されるなど、

不誠実極まる対応ぶりだった。また、9 月の胆振東部地震からの復旧・復興対策、その

際に露呈した本道のぜい弱なエネルギー構造、地域に鉄路廃止をちらつかせながら負担

を押しつけようとするＪＲ北海道などの道民が直面する難問への対応は相変わらず国頼

り、当事者任せの答弁が続いた。

安倍政権は、短い会期の臨時国会で、外国人労働者の受け入れ拡大を目的とする出入

国管理法改正、水産関連法制の改正、水道法の改正、ＥＵとのＥＰＡ承認など国民生活

や自治体運営に大きな影響を及ぼす重要課題を十分な審議抜きで強行採決の連続で成立

させた。こうした課題は、本道でも一次産業をはじめとして深刻な影響が予想されるこ

とから、道の対応、知事の見解を質疑したが、知事の答弁は政府の説明を丸呑みし、異

議を申し立てないとの姿勢で終始した。

２島返還が急浮上した北方領土についても、北海道知事としての明確な見解を示さな

かった。カジノ誘致についても、知事は自身の判断を明らかにしないあいまい答弁を重

ねながら、実際には、誘致を既成事実化するような対応となっている。

ＪＲ北海道の路線問題への対応は切迫しているが、国の支援姿勢が明らかにならない

ままで、新たな年を迎える。ＴＰＰとＥＵとのＥＰＡが動き出す国際貿易交渉を巡って

は、アメリカがわが国との二国間交渉に強い意欲を示し、本道農業などがさらに窮地に

追い込まれることが心配されている。山積する課題は、ますます深刻さを加えている。

知事が、こうした課題の解決をすべて棚上げしたままで、次のステージに進むのは、

無責任極まりない。会派は、知事の4期16年間の道政運営の総点検の議論を重ねていく。

補正予算は、胆振東部地震災害復旧費等の一般会計 265億 1,600万円を開会初日に可

決。また、特別対策事業費などの一般会計 54 億 600 万円、道営競馬の誤審への対応費

等の特別会計 3億 8,100万円が最終日に可決された。これによって、30年度道予算の規

模は、一般会計 2兆 8,569億円、特別会計 1兆 1,192億円の合計 3兆 9,761億円となっ

た。
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【第４回定例会補正予算】                            単位：千円

【議決された主な条例】

＊北海道植樹の日・育樹の日条例

【採択された決議・意見書】（◎は政審発議、○は委員会発議）

◎国際リニアコライダーの誘致に関する決議

◎新たな外国人材受け入れの適正な実施と多文化共生社会の実現に関する意見書

◎水道事業の基盤強化等を求める意見書

◎放課後児童クラブの質の確保を求める意見書

◎防災・減災対策等の充実強化を求める意見書

◎私立専修学校等における専門的職業人材の育成機能の強化等を求める意見書

◎我が国の領土・領海の基点となる離島の保全・管理に関する意見書

【当面する課題と会派の対応】

１ 国費予算等への提言・要望について

会派としては閉会直後の 12月 14日に、総務省等の省庁に対して、国費予算編成等に向けた要望・

提言を行った。胆振東部地震の復興対策、ＪＲ北海道の路線維持対策、国際貿易交渉への対処等、緊

急な対応が必要な事項に絞り込み実施した。要望・提言内容は以下のとおり。

２０１９年度 国費予算等への提言・要望

2018年 12月 14日

北海道議会 民主・道民連合議員会

＜総務省＞

１ 北海道胆振東部地震からの復旧・復興について

道及び市町村の応急対応や被災者支援、復旧・復興に要する経費について、特別交付税増額や災

害復旧事業債の資金確保、減免等による地方税減収への財源補填等の十分な財政支援を行うこと。

２ 地方財政の充実・強化について

（１）近年、地域間での財政力格差が再拡大している中、特に偏在度の高い地方特別課税における偏

在是正の新たな方策については、地方法人特別税・譲与税制度によるこれまでの偏在是正効果等

を踏まえ、適切に対応すること。

（２）社会保障、災害対策、環境対策、地域交通対策、人口減少対策、農林水産業の維持・強化、老

朽化するインフラの整備等、増大する自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う安定的な

行財政運営に必要な一般財源総額を確保すること。

＜厚生労働省＞

１ 北海道胆振東部地震からの復旧・復興について

被害が深刻だった胆振東部三町以外に震源から離れた札幌市等での地盤崩壊等の被害実態を踏ま

一 般 会 計 特 別 会 計 合 計

前回までの計上額 2,824,972,739 1,118,787,106 3,943,759,845
４定冒頭補正額 26,515,842 0 26,515,842
４定終日補正額 5,405,742 381,155 5,786,897

４ 定 補 正 額 計 31,921,584 381,155 32,302,739
合 計 2,856,894,323 1,119,168,261 3,976,062,584
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え、被災者生活再建支援制度の支給対象拡大等の被災者支援の充実を図ること。応急仮設住宅整備

に対し、寒冷地である北海道の実情を踏まえた補助率嵩上げ等特別な財政措置を講じ、入居被災者

の負担軽減に配慮すること。大規模停電の教訓を踏まえ医療機関や社会福祉施設等を対象に医療機

能の維持や社会福祉サービスの提供に必要な自家発電等の施設整備の補助制度を充実すること。生

活福祉資金の災害援護費の無利子化を図ること。

２ 地域医療の確保について

地域で暮らす最重要の基盤である医療は深刻な状況が続く。医師の確保に向けて医育大学の定員

の暫定増員措置の継続、地域枠制度の安定運営のための施設整備や人材確保への財政措置充実、医

師の少ない地域での勤務を促進する環境整備等を進めること。

３ 少子化対策等について

（１）保育所等利用待機児童解消や、保育の質の維持向上のために急務の保育士等の不足の解決のた

めに賃金水準の見直しを進めること。児童虐待の早期発見や育児不安に対する施策の充実を図る

こと。児童相談所の職員配置基準について人口や面積、虐待相談件数等を考慮した基準設定等を

見直すこと。子どもの貧困対策推進のための恒久的な財政措置ときめ細やかな支援を実施するこ

と。

（２）医療費の「妊婦加算」は、窓口での自己負担軽減や、加算対象を合併症がある妊婦に絞るなど、

きめ細かく厳格な運用とするよう必要な見直しをすること。

４ 医療・福祉を担う人材の育成について

北海道での看護職員不足は深刻であり、看護師養成機能に対する助成制度の充実や実習施設確保

への財政支援を充実すること。

介護従事者の確保のために、介護職のイメージアップの施策を展開すること。また、介護従事者

の処遇改善に向けて、社会福祉法人等の経営基盤強化や業務の効率化に向けて、法人の大規模化や

複数法人による連携強化推進に向けた制度を構築すること。

＜農林水産省＞

１ 北海道胆振東部地震からの復旧・復興について

農地、林地や生産基盤等の被害は甚大かつ広範囲である。農業、林業等の復旧・復興に向けて必

要な予算の確保、負担軽減対策等を進めること。

２ 国際交渉について

ＴＰＰ、ＥＵとのＥＰＡ、今後、交渉入りの可能性が強い日米のＦＴＡ等の国際交渉は、わが国

の農林漁業をはじめ医療や福祉、食の安全、政府調達、労働など広範な分野への影響が懸念される。

北海道では、基幹産業である農林漁業に大きな打撃が生じ、地域経済や地域社会への打撃が危惧さ

れている。

実施段階になっても、依然として、情報の公開は不十分である。交渉内容や適切な影響予測等を

明示した上で、農林漁業や地域社会を持続する視点での広範かつ慎重な議論を尽くし、それに基づ

く対策を講じること。

＜経済産業省＞

１ 北海道胆振東部地震からの復旧・復興について

（１）胆振東部地震により発生した大規模停電の原因の分析と再発防止策の検討を踏まえ、電力の安

定供給に万全を期すこと。

（２）多様なエネルギー資源に恵まれた本道の再生可能エネルギーの導入拡大、発電所の分散設置が

可能となる送電網等の電力基盤の増強や北本連系設備の更なる増強を行い、地域自立分散型のエ
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ネルギー社会構築に取り組むこと。

（３）この冬に向けて電力の安定供給を期すために、事業者には点検の徹底を指導するとともに、石

狩湾新港発電所の早期運転に向け特段の措置を講じること。

＜国土交通省＞

１ 北海道胆振東部地震からの復旧・復興について

道路等の被害は甚大かつ広範囲であることから、復旧に当たって、法令等に基づく復旧期間にか

かわらず柔軟な対応を図ること。特に今後、大規模な土砂流失が懸念される山腹崩壊については国

直轄事業、道事業を早急に進めること。地盤沈下、液状化等の被害原因の究明や被害再発防止への

工法検討等を支援すること。

２ 交通対策について

（１）ＪＲ北海道は国から毎年 200億円の支援があったとしても、2022年度には資金残高がマイナス

となり、2023年度には 400億円規模で資金不足との見通しを示している。一方国は、2019年度

から 2年間で 400億円台の支援を行うことは示されているが、2021年度以降の支援は明らかにさ

れていない。ＪＲ北海道が中長期的な展望を持って地域との協議等を進め、持続可能な事業運営

ができるよう、資金繰りの改善に向けた支援を早急に行い、中長期的な支援の見通しを示すこと。

（２）国は支援の前提として地域からの支援を求めているが、地域の負担を求めるには法的な根拠が

不可欠である。また、財政事情の厳しい道内自治体が負担を継続することは、現状の枠組みでは

困難である。ＪＲ北海道への支援を継続的に行うため、現在の法体系を抜本的に見直し、支援を

行う自治体の財源を確実に確保すること。

（３）ＪＲ北海道の今後の経営展望のためにも、北海道新幹線の札幌延伸を加速化する必要があるが、

札幌開業までの中期的収支見通しを示していない。支援への地域理解を得るためにも開業に向け

た設備投資や資金繰りの見通しを明確に示すべきであり、ＪＲ北海道に速やかな情報開示を指導

すること。

＜内閣府＞

１ 北方領土について

北方領土は、歴史的にも法的にもわが国固有の領土である。四島の帰属問題を解決し平和条約を

締結するため、元島民らの心情を重く受け止め対応すること。共同経済活動については、根室市等

の隣接地域の振興に確実につながるものとすること。

【広報等】

＊ ＊道政報告「ゆうこう便り」の発行  2019年 1月（冬号）61号

＊ ホームページの開設 2007年 7月開設、ブログは毎日更新中 http://y-kitaguchi.net/
＊ FaceBookでも情報発信中 https://www.facebook.com/profile.php?id=100005834470895

「北口ゆうこう」奮闘日記 →


